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大
会
は
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野
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長
（
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海
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白
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長
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取
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く
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全
国
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大
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開
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11
月
27
日　

Ｎ
Ｈ
Ｋ
ホ
ー
ル
で　

防災･減災対策の更なる強化･推進
に関する緊急決議

　未曽有の甚大な被害をもたらした東日本大震災以降も、全国各地で地震、豪雨、
台風、大雪などの様々な自然災害が毎年のように発生しており、特に、近年の記録
的な豪雨災害等は、頻発化・激甚化・広域化し、いまや全国どこでも被災地になり
うる状況にある。
　これらの災害では、多くの人命が失われ、農林漁業をはじめとする産業基盤の甚
大な被害とともに、水道、電力、通信等のライフラインの寸断や道路、河川、鉄道
等の交通手段の途絶により、集落の孤立や長期間の避難所生活を強いられ、農業や
商工業をはじめ生業の再建を困難にするほどの被害をもたらし、住民生活や産業経
済に計り知れない大きな影響を与えている。
　安全安心な地域社会づくりの基底にあるのは、地域コミュニティの絆と自助・共
助・公助の精神であるが、人口減少・少子高齢社会が一層進む中で、地域の総力を
結集した地域防災力の充実強化も大きな課題となっている。
　このような近年の災害教訓等を踏まえ、全国町村の総意として、国民の生命・財
産を守り、災害に強い安全安心な国づくりを推進するため、以下の項目を国に求め
るものである。
一　「国土強靱化基本計画」については、これからの国づくりを見据え、必要な見
直しを大胆に行い、各般の事業を強力に推進すること。
　　「防災・減災のための国土強靱化３か年緊急対策」については、激甚化・広域
化する自然災害に対応するため、恒久化と拡充を図ること。
　　特に、治山・治水対策及び停電・断水対策等については、これまでに経験した
ことのない近年の豪雨・台風災害等の様相を踏まえ、対策の検討及び支援の更な
る強化・推進を図ること。
一　被災地の早急な復旧・復興を図り、被災住民が一日も早く生活再建を果たせる
よう、万全の措置を講じること。
一　農林漁業や商工業、観光等への甚大かつ累次の被害は、地域経済に回復しがた
い影響を及ぼすのみならず、離農や廃業等につながることが強く懸念されること
から、被災者に寄り添い、きめ細かな事業再開等に向けた支援策を講じること。
一　災害支援や復旧・復興に関わる各種法制度・支援策については、被害が多様
化・複雑化していることから、被災地及び被災者の現場実態を踏まえた実効ある
支援となるよう、指定要件の見直しや支援対象の拡大等を行うこと。

一　組織・人員の限られた町村においては、発災初動時から応急対応、復旧・復興
の各段階における国の地方関係機関の支援が極めて重要であることから、これらの
組織体制の充実や機能強化とともに、町村との一層の連携協力体制を推進すること。
　　また、災害関連情報の伝達・情報共有等に係るハード・ソフト両面の必要な見
直しや整備について、支援策を充実すること。

一　住民の生命・財産を守る地域防災力の更なる充実強化を図るため、消防団、自
主防災組織等の維持・充実や地域での防災活動活発化のための各般にわたる人
的・財政的支援を拡充すること。
　以上決議する。
　　令和元年11月27日
	 全国町村長大会　

決　　　議
　町村の多くは農山漁村地域にあり、文化・伝統の継承はもとより、
食料の供給、水源かん養、自然環境の保全等、国民生活にとって極
めて大きな役割を果たしてきた。
　このように、国民共有のかけがえのない財産であり、日本人の「心
のふるさと」である農山漁村を次世代に引き継いでいくことが我々
の責務である。
　しかしながら、東京一極集中が加速している状況の中で、町村は、
急速な少子高齢化や人口減少、基幹産業である農林水産業の衰退な
ど多くの課題を抱えており、また、総じて税源に乏しく厳しい財政
運営を余儀なくされている。
　加えて、東日本大震災、熊本地震及び大型台風・記録的豪雨等に
よる大規模災害の被災地における復旧・復興をはじめ、一億総活躍
社会の実現に向けた更なる地方創生の推進のためには、国と地方が
総力を挙げて取り組んでいかなくてはならない。
　我々町村長は、相互の連携を一層強固なものにしながら、直面す
る課題に積極果敢に取り組み、地域特性や資源を活かした施策を展
開し、豊かな住民生活と個性溢れる多様な地域づくりに邁進する決
意である。
　よって、町村が自主的・自立的に様々な施策を展開しうるよう、特
に下記事項の実現を強く求めるものである。

　　記　　
一．東日本大震災、熊本地震及び大型台風・豪雨災害等からの復旧・
復興の加速化を図るとともに、激甚化・広域化する自然災害に対
する全国的な防災・減災対策を強化すること。
一．一億総活躍社会の実現に向け、地方創生の更なる推進を図ること。
一．「まち・ひと・しごと創生事業費」を拡充するとともに、地方交
付税等の一般財源総額を確保すること。

一．ゴルフ場利用税を断固として堅持すること。
一．田園回帰の時代を拓き、都市と農山漁村の共生社会を実現する
こと。
一．地方分権改革を推進すること。
一．農林漁業の振興による農山漁村の再生・活性化を図ること。
一．ＴＰＰや日欧ＥＰＡ、日米貿易協定の締結による影響を見据え、
国内農林水産業対策に万全を期すこと。
一．国産木材の一層の需要拡大・利用促進による林業の振興を図る
こと。
一．過疎対策を推進するための新たな法律を制定すること。
一．参議院の合区を早急に解消すること。
一．領土・外交問題・国民の安全保障に毅然とした姿勢で臨むこと。
　以上決議する。
　　令和元年11月27日
　	 　　　　　全国町村長大会　
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岡
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。
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。
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新たな過疎対策法の制定に関する決議
　過疎対策については、昭和45年に制定された「過疎地域対策緊
急措置法」以来、₄次にわたる特別措置法の制定により、総合的
な過疎対策事業が実施され、過疎地域における生活環境の整備や
産業の振興など一定の成果を上げてきたところである。
　しかしながら、人口減少や少子高齢化が急速に進んでいる過疎
地域では多くの集落が消滅の危機に瀕し、また、森林管理の放置
による森林の荒廃や度重なる豪雨・地震等の発生による林地崩壊、
河川の氾濫など、極めて深刻な状況に直面している。
　過疎地域は、我が国の国土の過半を占め、豊かな自然や歴史・
文化を有するふるさとの地域であり、都市に対する食料・水・エ
ネルギーの供給、国土・自然環境の保全、いやしの場の提供、災
害の防止、森林による地球温暖化の防止などに多大な貢献をして
いる。
　過疎地域が果たしているこのような多面的・公益的機能は国民
共有の財産であり、それは過疎地域の住民によって支えられてき
たものであり、国全体に対して過疎地域が果たしている役割は大
きい。
　過疎地域が、そこに住み続ける住民にとって安心・安全に暮ら
せる地域として健全に維持されることは、同時に都市をも含めた
国民全体の安心・安全な生活に寄与するものである。
　現行の「過疎地域自立促進特別措置法」は、令和₃年₃月をも
って失効することとなるが、引き続き、総合的な過疎対策を充実・
強化し、過疎地域の振興が図られるよう新たな過疎対策法の制定
を強く求めるものである。
　なお、新たな過疎対策法においては、下記事項について特段の
配慮を要請する。

　　記　　
１　過疎地域が果たしている役割を評価し、新たな過疎対策の理
念を確立すること
₂　新たな過疎法においても、現行法第33条に規定するいわゆる
「みなし過疎」と「一部過疎」を含めた現行過疎地域を継続して
指定対象とすることを基本としつつ、過疎地域の指定要件と指
定単位については、過疎地域の特性を的確に反映したものとす
ること
₃　地方交付税を充実し、過疎市町村の財政基盤を確立するとと
もに､ 過疎対策事業債の対象事業を拡大すること
₄　過疎地域における産業振興、雇用拡大、子育て支援、関係人
口創出等の施策を推進すること
₅　過疎地域のインフラ整備を推進し、住民が安心・安全に暮ら
せるための生活基盤を確立すること
　以上、総意をもって決議する。
	 　　　全国過疎地域自立促進連盟　

令和2年度過疎対策関係政府予算・施策に関する決議
₁　地方創生と人口減少の克服を図ること
₂　地方交付税による財源保障機能の充実強化を図ること
₃　過疎対策事業債の必要額を確保すること
₄　住民が安心・安全に暮らせる生活基盤を確立すること
₅　高度情報通信・高速道路社会の恩恵を享受できるインフラの整備を図ること
₆　地域資源を活用した産業振興を支援し、新たな雇用を創出すること
₇　集落対策と地域社会の活性化に対する支援を強化すること
　　以上、総意をもって決議する。	
　　　　令和元年11月15日
	 　　　　全国過疎地域自立促進連盟　

全国過疎地域自立促進連盟第50回定期総会次第
　　　　　　　　　日　時　令和元年11月15日（金）
　　　　　　　　　場　所　メルパクホール
₁　開　　会
₂　会長挨拶
₃　来賓祝辞
₄　来賓紹介
₅　議長選出
₆　議　　事
　⑴　事業報告
　⑵　議案審議
　　第₁号議案　役員の選任について
　　第₂号議案　任期満了に伴う役員の承認及び選任に

ついて
　　　　　　　　ア　理事の承認
　　　　　　　　イ　会長及び副会長の選任
　　　　　　　　ウ　監事の選任
　　第₃号議案　新たな過疎対策法の制定に関する決議

について
　　第₄号議案　令和２年度過疎対策関係政府予算・施

策に関する決議・要望について
　　第₅号議案　要請活動方法について
₇　閉　　会
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び
「
令
和

2
年
度
過
疎
対
策
関
係
政
府
予
算
・
施
策

に
関
す
る
決
議
・
要
望
」
を
原
案
の
と
お

り
決
定
し
た
。



　令和元年11月30日発行	 町　会　報　え　ひ　め　	 第 128 号　（4）　

決　　　議
　我が国の山村は、日本人としての精神の原点として我が国を
支えてきた力の源であり、水資源、エネルギー資源を守り、国
土保全、都市住民のいこいの場、若者の教育の場の提供等、多
面的・公益的機能の発揮に重要な役割を担ってきた。このよう
な国民の共有の宝とでも言うべき山村は、国土の約₅割にも及
んでおり、そこを人口のわずか₃パ－セントの住民が守っている。
　特に近年の頻発する異常気象災害に対して、山村が果たして
いる環境保全・災害防止の機能及び二酸化炭素の吸収源として
の機能が広く国民に再認識されつつある。その一環として森林
環境税・森林環境譲与税が導入されたことは、国民全体で山村・
森林を守るという画期的な政策となった。また、若者の田園回
帰志向も強まっている。
　一方で、山村を取り巻く環境は、人口減少・高齢化の進展、こ
れに伴う集落機能の衰退や自然災害・鳥獣被害の多発等により
厳しさを増しており、多くの山村が存続の危機に瀕していると
言っても過言ではない状況にある。
　こうした中で山村振興法により明確に示されている上記の多
面的・公益的機能について更なる充実を図ることが重要であり、
ＡＩ等時代の先端技術も駆使しながらこれらの課題解決に取り
組み、山村の活性化、自立的発展を図っていくことは、地方創
生や国土保全につながり、ひいては国民生活全体の発展・安定
につながるものと言える。
　国におかれては、以上の認識の下に、山村振興を国の重要課
題に据えて、下記の事項の実現を図っていただくよう強く要望
する。

記
１．生活の利便性の飛躍的向上、スマート農業・スマート林
業の推進等のため、山村地域へ革新技術を積極的に導入す
ること。
１．自然災害の被災地の復旧・復興、防災・減災・国土強靱
化対策の充実強化を図ること。
１．山村振興法を踏まえ、関係省庁の一層の連携強化のもと、
山村振興対策を総合的かつ計画的に推進すること。
１．「山村活性化支援交付金」、「農山漁村振興交付金」、「中山
間地域等直接支払交付金」等山村地域活性化のための対策
の充実・強化を図ること。
１．森林環境税及び森林環境譲与税について計画に即した段
階的な導入を確実に実施すること。また、その実施状況を
踏まえ効果を検証しつつ、必要がある場合には、譲与基準
等について検討を行うこと。
１．「林業成長産業化総合対策」により、川上から川下に至る
林業、木材産業の振興対策の拡充強化を総合的に図ること。
１．鳥獣被害防止対策の充実・強化を図ること。
１．道路、情報通信基盤の整備を計画的に推進すること。
１．生活交通の確保等生活環境の整備を推進すること。
１．保健・医療・福祉対策の充実・強化を図ること。
１．学校施設整備、児童生徒への援助、体験活動推進等施策
の充実・強化を図ること。
１．地方交付税制度の充実・強化を図り、所要額を確保すること。
１．貿易交渉及びその実施に当たっては、山村地域の主要産
業である農林業に打撃を与えることのないよう、万全の対
応をとること。
１．道州制は絶対に導入しないこと。
　　以上決議する。
　　　令和元年11月28日
	 　　　　　　　全国山村振興連盟通常総会　

令和２年度山村振興関連予算・施策に関する要望書
　山村地域の振興につきましては、日頃から格別の御配慮を賜り厚く御礼申
し上げます。
　我が国の山村は、日本人としての精神の原点として我が国を支えてきた
力の源であり、水資源、エネルギー資源を守り、国土保全、都市住民のい
こいの場、若者の教育の場の提供等、多面的・公益的機能の発揮に重要な
役割を担ってまいりました。このような国民の共有の宝とでも言うべき山村
は、国土の約₅割にも及んでおり、そこを人口のわずか₃パ－セントの住民
が守っております。
　特に近年の頻発する異常気象災害に対して、山村が果たしている環境保
全・災害防止の機能及び二酸化炭素の吸収源としての機能が広く国民に再
認識されつつあります。その一環として森林環境税・森林環境譲与税が導
入されたことは、国民全体で山村・森林を守るという画期的な政策となりま
した。また、若者の田園回帰志向も強まっています。
　一方で、山村を取り巻く環境は、人口減少・高齢化の進展、これに伴う集落
機能の衰退や自然災害・鳥獣被害の多発等により厳しさを増しており、多く
の山村が存続の危機に瀕していると言っても過言ではない状況にあります。
　こうした中で山村振興法により明確に示されている上記の多面的・公益的
機能について更なる充実を図ることが重要であり、ＡＩ等時代の先端技術も
駆使しながらこれらの課題解決に取り組み、山村の活性化、自立的発展を
図っていくことは、地方創生や国土保全につながり、ひいては国民生活全体
の発展・安定につながるものと言えます。
　国におかれては、以上の認識の下に、山村振興を国の重要課題に据えて、
下記の事項の実現を図っていただくよう強く要望致します。

　　記　　
Ⅰ　山村地域への革新技術の積極的導入
Ⅱ　自然災害の被災地の復旧・復興と防災対策の充実強化
Ⅲ　山村振興対策の総合的・計画的推進
Ⅳ　多面的・公益的機能の持続的発揮・公共事業の推進
Ⅴ　産業の振興・地域社会の維持活性化
Ⅵ　山村と都市との共生・対流
Ⅶ　鳥獣被害防止
Ⅷ　道路、情報通信基盤の整備
Ⅸ　生活環境の整備
Ⅹ　医療・保健・福祉
ⅩⅠ　教育・文化
ⅩⅡ　貿易交渉について
ⅩⅢ　山村地域の自主性の確立

　

全
国
山
村
振
興
連
盟
の
令
和
元
年
度
通

常
総
会
が
11
月
28
日
「
グ
ラ
ン
ド
ア
ー
ク

半
蔵
門
」で
盛
大
に
開
催
さ
れ
、
全
国
の
関

係
市
町
村
長
ら
約
4
0
0
名
が
出
席
し
た
。

　

総
会
は
、
奥
田
副
会
長
（
広
島
県
世
羅

町
長
）
が
開
会
の
辞
を
述
べ
た
。

　

次
に
、
来
賓
の
伊
東
農
林
水
産
副
大
臣
、

自
由
民
主
党
山
村
振
興
特
別
委
員
会
委
員

長
の
金
子
衆
議
院
議
員
か
ら
祝
辞
が
述
べ

ら
れ
、
出
席
の
国
会
議
員
の
来
賓
紹
介
が

行
わ
れ
た
。

　

続
い
て
、
荒
木
全
国
町
村
会
長
か
ら
祝

辞
が
述
べ
ら
れ
、
政
府
関
係
者
、
友
好
団

体
の
来
賓
紹
介
が
行
わ
れ
た
。

　

次
に
、
議
事
に
入
り
、
竹
﨑
会
長
代
行

（
熊
本
県
芦
北
町
長
）
を
議
長
に
選
出
し
、

は
じ
め
に
第
1
号
議
案
「
令
和
2
年
度
山

村
振
興
関
連
予
算
・
施
策
に
関
す
る
要
望

山
村
振
興
関
連
予
算
・
要
望
を
決
定

全
国
山
村
振
興
連
盟
通
常
総
会
　

　
11
月
28
日
　

（
案
）
に
関
す
る
件
」
及
び
第
2
号
議
案

「
決
議（
案
）」
に
つ
い
て
協
議
し
、そ
れ
ぞ

れ
原
案
の
と
お
り
可
決
さ
れ
た
。

　

続
い
て
「
世
界
に
通
用
さ
せ
る
日
本
林

業
の
技
術
革
新
」と
題
し
て
、木
構
造
振
興

株
式
会
社
代
表
取
締
役
、
元
北
海
道
森
林

管
理
局
長　

山
田
壽
夫
氏
の
講
演
が
あ
っ

た
。
講
演
の
後
、
公
務
の
た
め
到
着
が
遅

れ
て
い
た
中
谷
会
長
か
ら
会
員
、
出
席
者

に
対
す
る
挨
拶
が
あ
っ
た
。

　

最
後
に
、
梶
谷
副
会
長
（
北
海
道
森
町

長
）
が
閉
会
の
辞
を
延
べ
、
盛
会
裏
に
終

了
し
た
。

　

な
お
、
総
会
で
決
議
さ
れ
た
要
望
事
項

に
つ
い
て
は
、総
会
終
了
後
、全
国
連
盟
役

員
が
分
担
し
、そ
の
実
現
方
を
陳
情
し
た
。



　（5）　令和元年11月30日発行	 町　会　報　え　ひ　め　	 第 128 号　

創
立
70
周
年
記
念
式
典
・

第
63
回
町
村
議
会
議
長
全
国
大
会
を
開
催

　

全
国
町
村
議
会
議
長
会
は
、
11
月
13
日

東
京
・
Ｎ
Ｈ
Ｋ
ホ
ー
ル
に
お
い
て
、
全
国

の
町
村
議
会
議
長
な
ど
関
係
者
約
1
，

8
0
0
人
が
出
席
の
も
と
、「
創
立
70
周
年

記
念
式
典
」
と
「
第
63
回
町
村
議
会
議
長

全
国
大
会
」
を
開
催
し
た
。

【
創
立
70
周
年
記
念
式
典
】

　

開
式
に
先
立
ち
、
祝
賀
演
奏
が
行
わ
れ
、

続
い
て
全
国
町
村
議
会
議
長
会
が
創
立
さ

れ
て
か
ら
の
70
周
年
を
振
り
返
る
ビ
デ
オ

ク
リ
ッ
プ
が
上
映
さ
れ
た
。

　

終
了
後
に
記
念
式
典
が
開
催
さ
れ
、
国

歌
斉
唱
に
続
い
て
、
松
尾
会
長
（
佐
賀
県

有
田
町
議
長
）
が
あ
い
さ
つ
に
立
ち
、

「
本
会
は
、い
つ
の
時
代
に
お
い
て
も
政
権

や
与
党
と
議
論
を
重
ね
、
政
策
の
実
現
や

予
算
の
確
保
に
向
け
、
日
本
国
憲
法
に
保

障
さ
れ
た
地
方
自
治
の
本
旨
に
基
づ
い
て

果
敢
に
行
動
し
て
き
た
。
こ
の
輝
か
し
い

歴
史
を
築
い
て
い
た
だ
い
た
諸
先
輩
方
の

功
績
に
改
め
て
敬
意
を
表
す
る
と
と
も
に
、

令
和
の
御
代
に
お
い
て
も
、
本
会
は
、
時

代
の
ニ
ー
ズ
に
合
っ
た
町
村
議
会
像
を
創

り
つ
づ
け
て
い
く
こ
と
を
誓
う
。」
と
、決

意
を
表
明
す
る
と
と
も
に
、
町
村
議
会
議

員
の
選
挙
公
営
の
拡
大
の
必
要
性
に
触
れ
、

来
賓
各
位
の
協
力
を
強
く
求
め
た
。

　

次
に
、
創
立
70
周
年
記
念
表
彰
が
行
わ

れ
、
①
改
革
先
進
議
会　

②
永
年
功
労
者

③
特
別
功
労
者
の
表
彰
が
行
わ
れ
た
。

議会の機能強化及び多様な人材を確保
するための環境整備に関する特別決議

　地方分権改革の進展により、地方公共団体
の自由度が拡大し、自主性及び自立性の高ま
りが求められる中、住民の代表機関である地
方議会の果たすべき役割と責任が格段に重く
なっている。
　一方、町村議会においては、全国的な人口
減少や高齢化の進行の影響等もあり、議員へ
の立候補者が減少するなど、議員のなり手不
足が深刻化している。
　こうした状況の中、議会が住民の代表機関
として適切な役割を果たすためには、多様な
人材が議員として参画することが求められて
おり、そのためには、議会が自主的な取組み
を積極的に展開し、自らの魅力を高め、住民
の信頼を得るとともに、議員に立候補し活躍
できる環境を整備する必要がある。
　よって、国においては、地方議会議員の位置
付けの明確化、兼業禁止の緩和、休暇・休職・
復職制度の整備、手当制度の拡充、議会費に
係る財政措置の充実、主権者教育の推進、選
挙公営の拡大、厚生年金への地方議会議員の
加入など議会の機能強化及び多様な人材を確
保するための方策を早急に実現するよう、強
く要請する。
　　以上、特別決議する。
　　　令和元年11月13日
	 　　　第63回町村議会議長全国大会　

　

※　

本
県
関
係
で
は
、
上
島
町
の
池
本

興
治
議
員
が
永
年
功
労
で
表
彰
の
栄

に
浴
さ
れ
た
。

　

次
に
、来
賓
の
安
倍
総
理
大
臣
か
ら「
地

域
の
元
気
な
く
し
て
、
日
本
の
再
生
な
し
。

日
本
の
ふ
る
さ
と
、
守
る
べ
き
ふ
る
さ
と

は
、町
村
に
こ
そ
あ
る
。」
と
し
た
町
村
に

対
す
る
激
励
の
メ
ッ
セ
ー
ジ
が
あ
っ
た
。

　

続
い
て
、
大
島
衆
議
院
議
長
、
山
東
参

議
院
議
長
、高
市
総
務
大
臣
、北
村
ま
ち
・

ひ
と
・
し
ご
と
創
生
担
当
大
臣
、
二
階
自

由
民
主
党
幹
事
長
及
び
荒
木
全
国
町
村
会

長
か
ら
祝
辞
が
あ
り
、
記
念
式
典
を
閉
会

し
た
。

【
第
63
回
町
村
議
会
議
長
全
国
大
会
】

　

は
じ
め
に
、
南
雲
副
会
長
（
新
潟
県
湯

沢
町
議
長
）
が
開
会
の
こ
と
ば
を
述
べ
た

後
に
、
市
原
副
会
長
（
千
葉
県
睦
沢
町
議

長
）
が
大
会
の
意
義
を
鮮
明
に
す
る
た
め

の
宣
言
文
を
朗
読
。

　

次
に
、
本
県
森
永
会
長
な
ど
3
名
の
議

長
団
を
選
出
し
て
議
事
に
入
り
、
ま
ず
、

「
東
日
本
大
震
災
か
ら
の
復
興
」な
ど
要
望

37
件
（
四
国
地
区
な
ど
9
地
区
9
件
を
含

む
）、「
議
会
の
機
能
強
化
及
び
多
様
な
人

材
を
確
保
す
る
た
め
の
環
境
整
備
に
関
す

る
重
点
要
望
」
な
ど
要
望
14
件
を
決
定
。

　

次
に
、町
村
議
会
の
総
意
を
結
集
し
、当

面
す
る
諸
問
題
の
解
決
を
図
る
た
め
の
決

議
を
行
う
と
と
も
に
、「
東
日
本
大
震
災
等

大
規
模
自
然
災
害
か
ら
の
復
興
及
び
災
害

対
策
に
関
す
る
特
別
決
議
」
及
び
「
議
会

の
機
能
強
化
及
び
多
様
な
人
材
を
確
保
す

る
た
め
の
環
境
整
備
に
関
す
る
特
別
決

議
」
を
決
定
。

　

続
い
て
、
実
行
運
動
方
法
を
協
議
・
決

定
し
た
後
に
、「
ガ
ン
バ
ロ
ー
コ
ー
ル
」
を

行
い
、
盛
会
裏
に
終
了
し
た
。

　

大
会
終
了
後
、「『
鶴
瓶
の
家
族
に
乾
杯
』

～
涙
と
笑
い
の
舞
台
裏
～
」
と
題
し
て
、

N
H
K
制
作
局
チ
ー
フ
・
プ
ロ
デ
ュ
ー

サ
ー　

井
上
繭
子
氏
に
よ
る
特
別
講
演
が

行
わ
れ
た
。

　

な
お
、
本
県
か
ら
は
各
町
議
長
の
ほ
か

関
係
者
12
名
が
出
席
し
た
。

議長団を務める
森永本県会長



　令和元年11月30日発行	 町　会　報　え　ひ　め　	 第 128 号　（6）　

　

愛
媛
県
町
村
議
会
議
長
会
は
、
11
月
25

日
上
島
町
イ
ン
ラ
ン
ド
・
シ
ー
・
リ
ゾ
ー

ト　

フ
ェ
ス
パ
で
、「
令
和
元
年
度
第
2
回

全
員
協
議
会
」
を
開
催
し
た
。

　

会
議
に
は
、
県
内
町
議
会
議
長
が
出
席

し
、
次
の
と
お
り
進
め
ら
れ
た
。

1　

開　

会

₂　

あ
い
さ
つ　
　

森
永
会
長

　
　
　
　
　
　
　
　

宮
脇
上
島
町
長

₃　

講　

演

　
　
「
人
口
減
少
時
代
に

　
　
　
　

町
議
会
に
求
め
ら
れ
る
こ
と
」

　
　

県
市
町
振
興
課
長　

三
木
裕
太
郎
氏

₄　

議　

事

　

⑴　

会
議
録
署
名
人
の
指
名

　
　
　

森
永
会
長
が
議
長
と
な
っ
て
次
の

と
お
り
指
名
し
た
。

　
　
　
　
　
　

日
野
久
万
高
原
町
議
長

　
　
　
　
　
　

渡
邊
鬼
北
町
議
長

上
島
町
で
議
長
会
第
2
回
全
員
協
議
会

　

⑵　

報　

告

　
　

①　

行
事
関
係
に
つ
い
て

　
　

②　

厚
生
年
金
制
度
へ
の
地
方
議
会

議
員
の
加
入
に
係
る
要
請
活
動
等

に
つ
い
て

　
　

③　

国
土
強
靱
化
地
域
計
画
に
関
す

る
愛
媛
県
議
会
議
長
と
市
議
会
議

長
会
長
・
町
村
議
会
議
長
会
長
と

の
意
見
交
換
に
つ
い
て

　
　

④　

本
会
事
務
局
の
移
転
に
つ
い
て

　
　

⑤　

請
願
・
意
見
書
等
に
関
す
る
定

例
報
告
に
つ
い
て

　
　

以
上
の
5
点
に
つ
い
て
事
務
局
か

ら
資
料
に
基
づ
き
一
括
、
説
明
が
あ

り
、
一
同
了
承
。

 

令
和
元
年
度
議
長
研
修
会

　�

　
国
際
文
化
ア
カ
デ
ミ
ー

　
（
公
財
）全
国
市
町
村
国
際
文
化
研
修
所

主
催
に
よ
る
、「
市
町
村
議
会
議
員
特
別
セ

ミ
ナ
ー
」
が
11
月
18
日
か
ら
19
日
の
2
日

間
に
わ
た
り
、
滋
賀
県
大
津
市
で
開
催
さ

れ
た
。

　

本
県
か
ら
は
、
上
島
町
・
松
前
町
・
内

子
町
・
松
野
町
・
鬼
北
町
・
愛
南
町
の
議

長
が
参
加
し
た
。

【
1
日
目
】

（
講　

演
）

◦
「
地
方
行
財
政
の
現
状
と
課
題
」

　
　

総
務
省
地
方
財
政
審
議
会
委
員

　
　
　
　
　
　

�

星
野
菜
穗
子　

氏

◦
「
自
治
・
分
権
の
志
は
ど
こ
へ
い
っ
た

の
か
」
―
基
礎
自
治
体
の
行
方
を
考
え

な
が
ら

　
　

元
読
売
新
聞
東
京
本
社
編
集
員

　
　
　
　
　
　

�

青
山　

彰
久　

氏

【
2
日
目
】

（
講　

演
）

◦
「
最
先
端
技
術
で
変
わ
る
地
域
と
自
治

体
の
未
来
」

　
　

株
式
会
社
日
本
総
合
研
究
所

　
　

�

専
務
執
行
役
員

　
　

創
発
戦
略
セ
ン
タ
ー
長

�

　

井
熊　
　

均　

氏

◦
「
2
0
4
0
年
に
向
け
た
自
治
体
の
仮

題
と
展
望
」

　
　

東
京
大
学
公
共
政
策
大
学
院

　
　

�

客
員
教
授

　
　

株
式
会
社
野
村
総
合
研
究
所
顧
問

�

　

増
田　

寛
也　

氏

₅　

協　

議

　

⑴　

令
和
2
年
度
会
費（
案
）に
つ
い
て

　
　
　

事
務
局
か
ら
説
明
が
あ
り
、
協
議

の
結
果
、
会
費
の
増
額
に
つ
い
て
了

承
さ
れ
た
。

　

⑵　

令
和
2
年
度
議
長
研
修
会
に
つ
い

て

　
　
　

正
副
会
長
に
一
任
す
る
こ
と
に
決

定
し
た
。

　

⑶　

そ
の
他

　
　

①　

次
回
全
員
協
議
会
に
つ
い
て

　
　
　
　

次
回
全
員
協
議
会
の
開
催
期
日

は
、
正
副
会
長
に
一
任
す
る
こ
と

に
決
定
し
た
。

　
　

②　

そ
の
他

　

な
お
、
協
議
終
了
後
、
次
の
と
お
り
視

察
し
た
。

　

◦
岩
城
橋
架
橋
予
定
地

　

◦
海
の
駅
舎

　
　
「
ふ
ら
っ
と
」

　

◦
広
島
県
か
ら

の
友
愛
の
水

の
説
明

　

◦
上
島
町
消
防

本
部

　

◦
上
弓
削

　
　

田
坂
家
住
宅

（
登
録
有
形

文
化
財
）

　

◦
潮
湯

　

◦
弓
削
島

三木県市町振興課長の講演

岩城橋架橋予定地
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町
か
ら
の

　
　お
知
ら
せ

◉
神
南
山
フ
ラ
イ
ト

　
エ
リ
ア
へ
の
行
き
方

　

国
道
56
号
線
の
五
十
崎
駅
前
信
号
か

ら
、
高
速
道
路
高
架
下
に
向
か
っ
て
進
入

し
ま
す
。
1
㎞
ほ
ど
進
む
と
左
手
に
ヒ
ョ

内 

子 

町

　

全
国
町
村
監
査
委
員
協
議
会
主
催
に
よ

る
「
町
村
監
査
功
労
者
表
彰
式
・
町
村
監

査
委
員
全
国
研
修
会
」
が
、
10
月
31
～
11

月
1
日
に
東
京
メ
ル
パ
ル
ク
ホ
ー
ル
で
開

催
さ
れ
、全
国
か
ら
1
，6
0
0
人
の
関
係

者
が
参
加
し
て
盛
大
に
開
催
さ
れ
た
。
本

県
か
ら
は
26
名
が
参
加
。

　

表
彰
式
で
は
、
米
口
会
長
（
北
海
道
当

別
町
代
表
監
査
委
員
）
の
あ
い
さ
つ
に
続

い
て
、
監
査
委
員
と
し
て
7
年
以
上
在
職

し
功
労
の
あ
っ
た
方
77
人
、
監
査
事
務
職

員
と
し
て
10
年
以
上
在
職
し
功
労
の
あ
っ

た
方
7
人
の
合
計
84
人
が
表
彰
さ
れ
た
。

　

続
い
て
、
高
原
総
務
省
自
治
行
政
局
長
、

荒
木
全
国
町
村
会
長
及
び
松
尾
全
国
町
村

議
会
議
長
会
長
か
ら
の
祝
辞
の
後
、
受
賞

者
を
代
表
し
て
坂
中
京
都
府
伊
根
町
監
査

委
員
が
謝
辞
を
述
べ
た
。

　

引
き
続
き

開
催
さ
れ
た

全
国
研
修
会

で
は
、
ま
ず
、

「
監
査
基
準

の
策
定
と
そ

の
活
用
に
向

け
て
」
と
題

し
て
、
日
本

大
学
経
済
学

部
教
授
の
石

川
恵
子
氏
が
、

次
い
で
「
監

町
村
監
査
功
労
者
表
彰
式
・

　

 

町
村
監
査
委
員
全
国
研
修
会

査
実
務
」
と
題
し
て
、
公
認
会
計
士
の
池

田
昭
義
氏
の
講
演
が
行
わ
れ
、
1
日
目
を

終
了
。

　

2
日
目
は
、「
地
方
公
会
計
の
見
方
」
に

つ
い
て
、
公
認
会
計
士
の
中
川
美
雪
氏
の

講
演
が
あ
り
、
2
日
間
の
全
日
程
を
終
了

し
た
。

　

な
お
、
1
日
目
の
研
修
終
了
後
に
メ
ル

パ
ル
ク
会
館
で
県
内
参
加
者
の
意
見
交
換

会
を
実
施
し
、
相
互
の
交
流
を
深
め
た
。

　

新
町
長
紹
介

　

任
期
満
了
に
伴
う
松
前
町
長
選
挙

が
11
月
19
日
に
告
示
さ
れ
、
現
職
の

岡
本
靖
氏
の
ほ
か
に
立
候
補
の
届
け

出
が
な
く
、
同
氏
が
無
投
票
で
再
選

さ
れ
た
。

　
　

松
前
町
長

　
　
　
岡お

か

　
本も

と

　
　
　
靖

や
す
し

　
氏

ウ
タ
ン
池
が
現
れ
、
㈲
脇
坂
衛
生
社
と
㈱

堀
川
建
設
の
間
か
ら
鋭
角
に
右
折
。
し
ば

ら
く
進
ん
だ
分
か
れ
道
で
は
、
ふ
る
さ
と

の
森
公
園
と
は
違
う
方
向
へ
と
進
み
ま

す
。
※
「
は
な
さ
か
じ
い
さ
ん
」
の
看
板

が
目
印
。
住
宅
団
地
を
過
ぎ
る
と
再
び
分

か
れ
道
に
な
る
と
こ
ろ
で
、
右
側
の
傾
斜

の
き
つ
い
道
を
進
み
、後
は
道
な
り
で
す
。

　

町
道
は
途
中
で
な
く
な
り
、
未
舗
装
道

路
に
変
わ
り
ま
す
。
車
で
行
か
れ
る
場
合

は
Ｓ
Ｕ
Ｖ
車
な
ど
、
四
輪
駆
動
車
で
な
け

れ
ば
困
難
で
す
。な
お
、歩
き
の
場
合
は
麓

か
ら
片
道
2
～
3
時
間
程
度
で
す
の
で
、

登
山
を
楽
し
み
な
が
ら
フ
ラ
イ
ト
エ
リ
ア

を
目
指
し
て
み
る
の
も
お
勧
め
で
す
。

令和元年度 町村監査功労者表彰式・町村監査委員全国研修会日程
場所：メルパルクホール

月日 時　間 プ　ロ　グ　ラ　ム

10/31
（木）

12:00～13:00 受　付
【町村監査功労者表彰式】

13:00～13:05 会長式辞 全国町村監査委員協議会　会長　米口　　稔
13:05～13:10 表彰状授与
13:10～13:25 来賓祝辞 総務大臣

全国町村会長
全国町村議会議長会会長

13:25～13:30 被表彰者代表謝辞 被表彰者代表
【町村監査委員全国研修会】

13:45～13:50 開講あいさつ 全国町村監査委員協議会　副会長　川﨑　隆治
13:50～15:00 監査基準の策定とその活用に向けて 日本大学経済学部教授　石川　恵子　氏
15:00～15:10 －休　憩－
15:10～16:30 監査実務 公認会計士　池田　昭義　氏

11/1
（金）

 9:30～11:00 地方公会計の見方について 公認会計士　中川　美雪　氏
11:00～11:05 閉講あいさつ 全国町村監査委員協議会　副会長　髙月　恭平
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11
月
の
会
と
催
し

▽
3
日
＝
令
和
元
年
度
愛
媛
県
教
育
文
化

賞
授
賞
式
、
令
和
元
年
度
愛
媛
県
功
労

賞
授
賞
式
～
両
賞
合
同
祝
賀
会

▽
6
日
＝
四
国
四
県
市
町
村
振
興
協
会
事

務
連
絡
会
議
、
第
28
回
愛
媛
農
林
水
産

賞
贈
呈
式
～
記
念
講
演

▽
7
日
＝
令
和
元
年
度
愛
媛
県
人
権
・
同

和
教
育
研
究
大
会

▽
8
日
＝
愛
媛
地
方
税
滞
納
整
理
機
構
支

援
の
た
め
の
県
要
望

▽
13
日
＝
全
国
町
村
議
会
議
長
会
創
立
70

周
年
記
念
式
典
及
び
第
63
回
町
村
議
会

議
長
全
国
大
会
・
令
和
元
年
度
町
村
議

会
議
長
全
国
研
修
会
、
中
国
四
国
地
区

非
常
勤
職
員
公
務
災
害
補
償
等
・
消
防

補
償
等
事
務
連
絡
会
議
、
令
和
元
年
度

愛
媛
県
ド
ク
タ
ー
ヘ
リ
運
航
調
整
委
員

会（
第
1
回
）

▽
14
日
＝
厚
生
年
金
へ
の
地
方
議
会
議
員

の
加
入
を
求
め
る
全
国
大
会
、
地
方
議

会
活
性
化
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
2
0
1
9

▽
15
日
＝（
一
財
）全
国
市
町
村
振
興
協
会

令
和
元
年
度
実
務
研
修
会
、
第
2
回
愛

媛
県
行
政
改
革
・
地
方
分
権
推
進
委
員

会
、
全
国
過
疎
地
域
自
立
促
進
連
盟
第

1
3
9
回
理
事
会
、
全
国
過
疎
地
域
自

立
促
進
連
盟
第
50
回
定
期
総
会
、
全
国

過
疎
地
域
自
立
促
進
連
盟
新
過
疎
法
制

定
実
現
総
決
起
大
会

▽
16
日
＝
日
本
ス
ポ
ー
ツ
マ
ス
タ
ー
ズ

2
0
2
0
愛
媛
大
会
キ
ッ
ク
オ
フ
イ
ベ

ン
ト

▽
18
日
＝
令
和
元
年
度
議
長
研
修
会
（
市

町
村
ア
カ
デ
ミ
ー
研
修
）、
京
都
府
議

長
会
主
催
「
市
町
村
議
会
委
員
長
研
修

会
」（
19
日
ま
で
）

▽
19
日
＝
全
国
簡
易
水
道
協
議
会
令
和
元

年
度
第
3
回
理
事
会
、
査
定
専
門
員
研

修
会
（
株
）平
野
損
害
調
査
事
務
所
（
20

日
ま
で
）

▽
20
日
＝
全
国
簡
易
水
道
協
議
会
第
64
回

簡
易
水
道
整
備
促
進
全
国
大
会

▽
21
日
＝
令
和
元
年
分
年
末
調
整
説
明
会

▽
25
日
＝
県
議
長
会
令
和
元
年
度
第
2
回

全
員
協
議
会（
26
日
ま
で
）

▽
26
日
＝
全
国
町
村
会
正
副
会
長
会
、
全

国
町
村
会
理
事
会
・
都
道
府
県
会
長
会
・

全
国
町
村
長
大
会
運
営
委
員
会
、
全
国

町
村
会
「
町
村
の
振
興
を
考
え
る
会
」、

上
島
町
議
会
議
員
研
修
会（
27
日
ま
で
）

▽
27
日
＝
全
国
町
村
長
大
会

▽
28
日
＝
水
産
業
振
興
・
漁
村
活
性
化
推

進
大
会
・
定
期
総
会
、
全
国
山
村
振
興

連
盟
令
和
元
年
度
通
常
総
会
、
令
和
元

年
度
全
国
交
通
災
害
共
済
組
合
職
員
研

修
会（
29
日
ま
で
）

▽
30
日
＝
町
イ
チ
！
村
イ
チ
！
2
0
1
9

（
1
日
ま
で
）

　　
　

心
し
な
け
れ
ば

　

日
本
列
島
の
紅
葉
は
、
北
国
か
ら
雪
の

便
り
を
背
に
し
な
が
ら
西
の
方
へ
。

　

枯
葉
の
間
に
ぶ
ら
下
が
る
色
づ
い
た
渋

柿
や
甘
柿
も
残
り
少
な
く
な
っ
た
。
深
緑

色
の
樹
園
に
オ
レ
ン
ジ
の
温
州
み
か
ん
は
、

遠
く
か
ら
も
綺
麗
に
見
え
る
。
西
日
本
最

高
峰
の
石
鎚
山
も
初
冠
雪
、
晩
秋
か
ら
初

冬
の
風
景
で
あ
る
。

　

海
岸
畑
の
急
斜
面
を
利
用
し
た
、
本
県

南
予
地
方
の
美
味
い
み
か
ん
特
産
地
。
昨

年
7
月
の
西
日
本
豪
雨
で
大
き
な
被
害

を
受
け
た
が
、
み
か
ん
に
渾
身
の
愛
を
注

ぐ
生
産
者
皆
の
気
持
ち
が
実
り
、
今
は
元

気
な
み
か
ん
畑
へ
。

　

さ
て
、
近
年
の
異
常
気
候
に
よ
り
各
地

の
第
一
次
産
業
へ
の
打
撃
は
半
端
で
は

な
い
。
水
産
業
も
地
球
温
暖
化
の
影
響
で

あ
ろ
う
か
、
今
で
は
水
揚
げ
港
と
魚
種
が

以
前
と
異
な
り
、
漁
獲
量
も
減
少
の
一
途

に
あ
る
。「
う
な
ぎ
」
の
稚
魚
は
年
々
激

減
し
、「
贋
作
う
な
ぎ
」
は
別
と
し
て
将

来
、
法
外
な
も
の
に
な
り
そ
う
で
あ
る
。

今
頃
最
盛
期
の
「
秋
刀
魚
」
は
、
海
水
温

の
影
響
に
よ
り
獲
る
海
域
は
変
化
し
、
資

源
を
考
慮
す
る
我
が
国
水
産
業
と
異
な

り
、
根
こ
そ
ぎ
乱
獲
す
る
国
々
に
よ
り
、

水
揚
げ
と
売
り
場
が
寂
し
く
感
じ
る
。
黒

マ
グ
ロ
、
鮭
、
エ
ビ
、
イ
カ
な
ど
、
特
に

海
苔
（
養
殖
）
は
海
水
温
度
の
影
響
を
も

ろ
に
受
け
受
け
や
す
く
、
受
給
バ
ラ
ン
ス

は
、
危
惧
の
一
言
…
。

　

世
界
に
誇
る
和
食
も
魚
食
材
料
に
工

夫
が
加
わ
る
こ
と
に
な
り
そ
う
。
こ
の
29

日
出
荷
が
始
ま
っ
た
本
県
産
の
新
ブ
ラ
ン

ド
「
媛
ス
マ
」
は
、
全
身
ト
ロ
の
完
全
養

殖
魚
で
あ
る
。
こ
れ
か
ら
の
魚
種
を
広
げ

た
完
全
養
殖
の
進
化
に
寄
せ
る
期
待
は

大
き
い
。
併
せ
て
水
産
各
国
に
は
、
資
源

を
絶
や
さ
な
い
計
画
漁
獲
、
温
暖
化
対
策

を
強
く
望
み
た
い
。

　

ま
た
農
業
は
、
気
候
変
動
に
よ
っ
て
南

の
作
物
が
、
北
国
の
適
作
物
と
な
り
そ
う

な
産
地
変
化
の
気
配
に
あ
る
。
さ
ら
に
社

会
の
流
れ
か
ら
後
継
者
不
足
は
、
極
め
て

由
々
し
き
問
題
に
あ
る
。
こ
の
こ
と
は
予

て
か
ら
深
刻
な
課
題
と
し
て
、
対
策
に
関

係
者
が
頭
を
抱
え
て
い
る
が
、
即
解
決
は

難
し
い
。

　

我
が
国
唯
一
の
食
料
自
給
で
あ
る“
米
”

は
、
毎
年
1
万
㌶
の
水
田
が
減
っ
て
い
る

現
実
が
あ
る
。
食
糧
を
支
え
て
き
た
中
山

間
地
帯
の
休
耕
田
が
、
廃
田
へ
の
途
と
は

厳
し
い
。
兼
業
農
家
も
高
齢
の
た
め
年
々

辞
め
て
い
く
、
限
界
か
ら
消
滅
…
。
米
消

費
は
、
か
つ
て
の
年
1
人
の
1
2
0
㎏
か

ら
72
㎏
、
今
や
54
㎏
で
あ
る
。「
作
付
け

減
と
消
費
減
で
バ
ラ
ス
を
」
な
ど
冗
談
で

は
な
い
。
米
の
自
由
化
で
猛
反
対
し
た
時

代
が
嘘
の
よ
う
で
あ
る
。

　

年
間
6
4
6
万
ｔ
の
食
品
ロ
ス
も
大
き

な
問
題
で
あ
る
。
近
未
来
地
球
人
口
と
食

料
が
ア
ン
バ
ラ
ン
ス
に
な
る
こ
と
が
確
実

な
時
、
わ
が
国
は
人
口
減
少
の
流
れ
で
あ

ろ
う
と
も
「
水
と
食
料
」
確
保
は
、
現
代

人
が
今
、
深
く
心
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

事
象
で
あ
る
。

�

　
　
（
Ｔ
）

 

「
運
の
は
な
は
だ
悪
い
人
は
、
安
心
す
る

が
い
い
。
な
ぜ
な
ら
、
な
お
一
層
の
悪

運
に
陥
る
心
配
は
な
い
か
ら
」

�

（
オ
ー
ヴ
イ
ッ
ト　

ギ
リ
シ
ャ
の
詩
人
）

一

筆

編
集
後
記

　

上
島
町
へ
行
っ
て
来
ま
し
た
。
穏
や
か

な
瀬
戸
内
海
と
綺
麗
な
砂
浜
。
そ
し
て
素

晴
ら
し
い
海
の

幸
に
感
動
し
ま

し
た
。
何
よ
り

上
島
町
の
皆
様

に
ご
協
力
い
た

だ
き
無
事
に
会

議
が
で
き
ま
し

た
こ
と
に
対
し
、

こ
の
紙
面
を
お

借
り
し
お
礼
申

し
上
げ
ま
す
。


